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      関する実験
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要旨：本論文では，終局時の接合部入力せん断力と接合部せん断終局耐力をほぼ等しくし，

コンクリート強度，接合部横補強筋と梁主筋定着長さを変化させた機械式定着工法による梁

曲げ降伏先行型・外柱梁部分架構試験体について実験を行い，接合部横補強筋と梁主筋定着

長さが梁曲げ降伏後の変形性能に及ぼす影響を明らかにした。また，側面剥離破壊時定着耐

力および接合部せん断耐力に関する確認実験の結果を併せて報告する。
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1．はじめに

機械式定着工法については，近年，実験的研究

が精力的に行われ，梁主筋を定着したト形接合

部に関する終局耐力1)は解明しつつある。また，

これらの成果を基に，実建物の設計に適用され

ている。しかしながら，梁曲げ降伏型のト形部分

架構が梁曲げ降伏後の十分な変形性能を発揮す

るために必要な柱梁接合部の終局耐力は必ずし

も明確でない。

本研究の目的は上記の点を明らかにすること

であり，この観点から，既往評価式1),2)を用いて

算定した終局時の接合部入力せん断力と接合部

終局耐力をほぼ等しくしたト形部分架構につい

て実験を行った。一方で，両者の比で定義される

接合部せん断余裕度が1に近い場合，接合部横補

強筋量が少ないと，梁曲げ降伏後早期に柱梁接

合部がせん断破壊を起こすか，または梁主筋定

着部が破壊すると予測されるので，この条件下

での接合部横補強筋および梁主筋定着長さの効

果を調べることにした。このほかの実験因子と

してコンクリートの圧縮強度を選定した。

また，本実験に供した既製定着金物を用いた

場合の梁主筋定着部の側面剥離破壊時定着耐力

ならびに梁主筋を2段筋とした時の柱梁接合部

のせん断終局耐力を確認することとした。

表-１　実験計画

配筋

N/mm2 pw

K2A-40-3 320 355 2-D25 0.72% SD800※1 75(3.0) 0.34%

K3-40-3 0.32%

K3-40-6 4-D10(3組)※3 0.65%

K4-60-3 2-S8(4組) 0.30%

K4-60-6 4-S8(4組)※3 0.61%

K4L-60-3 375 0.83 15.0 75(3.0) 2-S8(4組) 0.30%

K4+2-60-3 6-D25 2.30% 300 0.67 12.0 150(6.0) 2-S8(4組) 0.35%
「共通」梁の幅×せい：305mm×450mm，スパン長：3000/2mm，階高：1500mm，柱せいDc：450mm
        柱主筋：10-D22(SD490) pg=2.29%, 柱横補強筋：2-S8@60(KSS785) pw=0.47%(K2A-40-3),0.44%(前記以外)
(注) 1) Fc：コンクリートの目標圧縮強度，　2) 柱軸力：No=0.05Fc･bc･Dc，　3) ※1：SD490の鉄筋を熱処理したSD800相当品である。
　　 4）※2：側面かぶりは鉄筋中心までの寸法を示し，側面かぶりと背面かぶりの下段( )内はdbに対する比を示す。db：鉄筋直径
     5) ※3：接合部横補強筋の直交方向は、3本掛けの中子形式で、中子筋は135°フック形式とする。
     6) ※4：pjw=nw･aw/(bc･jtg)，　nw, aw：接合部横補強筋の組数と1組の断面積，jtg：梁の上下主筋の重心間距離
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2. 実験計画

試験体は，表-１および図-１に示すト

形部分架構(図-２参照)計7体である。縮

小率は，高層建物を想定した場合の1/2程

度であり，実建物の施工と同様，いずれも

コンクリートの打設方向を縦向きとした。

実験計画の留意事項を以下に示す。

(a) 各試験体ともに，柱梁接合部内での

定着応力の条件が厳しくなるように梁

主筋をD25とし，試験体K4L-60-3を除

く試験体では，梁主筋の定着長さ�aを

(2/3)･Dcかつ12dbとした。ここに，Dc

は柱せい，dbは鉄筋の直径である。

(b) 梁幅は，各試験体ともに，JASS5によ

強度 σB εco Ec σt
種別 (N/mm2) (×10-3) (kN/mm2) (N/mm2)
Fc40 38.5 2.14 29.0 2.87
Fc60 58.6 2.45 33.4 3.32
 σB：圧縮強度，εco：σB時ひずみ度
 Ec：ヤング係数，σt：割裂強度

図-１　柱梁接合部の配筋詳細

(a) コンクリート

(b) 鉄筋

表-２　使用材料の強度試験結果

使用 σy σu 伸び
部位 (N/mm2) (N/mm2) (%)

D22 SD490 540 725 18
SD490※ 526 697 22
SD800相当※ 803 1046 11

S8 KSS785 1073 1238 9
D10 SD295A 338 475 28

1) σy：降伏点，σu：引張強度
2) ※を付した鉄筋は、ねじ節鉄筋を示す。

D25
主筋

横補
強筋

呼び名
(種別)

図-２　実験装置

る梁主筋の間隔の規定(1.5db+最外径)ならび

に接合部せん断余裕度gQju/gQmu を考慮して

305mmとした。ここに，gQjuは接合部終局耐

力時の梁せん断力，gQmuは梁曲げ終局耐力時

せん断力であり，計算方法は5章に示す通り

である。

(c) 試験体K2A-40-3では，柱幅を355mmとして

柱主筋定着部の側面剥離定着耐力を確認し，

K2A-40-3, K4+2-60-3を除く試験体では，柱

幅を375mmとすることでgQju/gQmuをほぼ1ま

たはそれ以上とし，梁曲げ降伏後の変形性能

を確認する。

(d) 接合部横補強筋比pjwを0.3%とし，かつ，gQju

/gQmu をほぼ1とした試験体K3-40-3 および

K4-60-3では，掻き出し破壊時定着耐力に対

する余裕度が小さく，十分な変形性能が得ら

れない恐れがあるため，pjwを0.6%とし，接

合部横補強筋を中子形式とした試験体K3-40-

6, K4-60-6および梁主筋の背面かぶり厚さを

小さくし,定着長さ�aを15dbとしてgQju/gQmu

を高めた試験体K4L-60-3を計画した。

(e) 試験体K2A-40-3では，梁主筋中心から柱面

までの側面かぶり厚さCoを3dbとし，梁主筋

定着部の側面剥離定着耐力を確認する。試験

体K4+2-60-3では，梁主筋を2段筋として接

合部せん断破壊型となるように計画した。

試験体名称の定義を図-３中に，使用材料の強

度試験結果を表-2にそれぞれ示す。
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引張側梁主筋が降伏した。接合部横補強筋比

pjw=0.32%の試験体K3-40-3は，その後，柱梁接

合部のせん断ひび割れの進展が著しくなり，

R=1.92/100rad.時に最大耐力に達し，柱梁接合

部がせん断破壊を起こした。

中子形式でpjw=0.65%の試験体K3-40-6は，引
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図-３　各試験体のQb－ R関係
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3. 実験方法

本実験では，図-２に示すよ

うに，油圧ジャッキを用いて軸

力載荷側に柱軸力Noを加えた状

態で，柱の反曲点位置をピン・

ローラー支持し，押し引き型油

圧ジャッキを用いて梁の反曲点

位置に正負交番繰り返しせん断

力を加力する。ここで，柱の載荷

軸力Noは，柱梁接合部内での定

着部の応力条件が厳しくなるよ

うに，0.05Fc･bc･Dcと小さく設

定した。この場合，各試験体とも

に，柱軸力は梁の最大せん断力

予測値を上回るので，実験中，い

ずれの段階にも，柱梁接合部に

は圧縮応力が作用する。

4. 荷重-変形性状および破壊

   性状

各試験体のQb－R関係と破壊

状況を図-３および写真-１に示

す。ここに，Qbは梁のせん断力，

Rは層間変形角である。同図中に

は，最大耐力Qbmax,最大耐力時

の層間変形角Rmax, 耐力が最大

耐力の95%および80%にそれぞれ

低下した時の層間変形角R95 お

よびR80を併記した。

4.1 実験結果

  (1) 試験体K2A-40-3

試験体K2A-40-3は，引張側梁
主筋定着部の側面剥離破壊によって，R=1.72/

100rad.時に最大耐力に達し，その後の繰り返し

載荷によって耐力が著しく低下した。本試験体

については，写真-１に示すように，実験後にコ

ンクリートをはつり取ったところ，定着金物位

置で特に著しい抜け出しが観察された。

  (2) 試験体K3-40-3, K3-40-6

両試験体ともに，R≒1/100rad.で仕口面での

(a) Fc40シリーズ

(b) Fc60シリーズ

試験体名の定義
K － －

  k=3：pjw=0.3%, k=6：pjw=0.6%

  j=40：Fc40, j=60：Fc60

  i=2：ng=2, i=3：ng=3, i=4：ng=4

  i=4+2：1段筋ng=4, 2段筋ng=2

  ただし，i=2Aは鉄筋種別が

  SD800相当

  i=4Lは，定着長さが15db

  (db：鉄筋直径)

梁の引張鉄筋本数ng

横補強筋比pjw

コンクリートの目標圧縮強度Fc

i j k

-Qbmax
(=-332kN)

-400

-300

-200

-100

100

200

300

400

-60 -40 -20 0 20 40 60 80 100

Qb(kN)

R (×10 -3 rad.)

Qbmax(=331kN)
0.95Qbmax

0.8Qbmax

R80=47.9×10-3rad.
R95=42.2×10-3rad.

Rmax=40.2×10-3rad.

-399-



張側梁主筋の降伏後も接合部せん断ひび

割れの進展は著しくなく，R=3.95/100rad.

時に最大耐力に達し，柱梁接合部がせん

断破壊を起こした。

　(3) 試験体K4-60-3, K4-60-6

K3-40-6には普通強度鉄筋(SD295A)，K4-60-6

には高強度鉄筋(KSS785)の接合部横補強筋が用い

られ，両試験体でのコンクリートの圧縮強度が

異なる。これらの事項が梁曲げ降伏後の変形性

能の改善効果に及ぼす影響についての解明は，

今後の研究課題である。

4.2.2 定着長さが梁曲げ降伏後の変形性能に及ぼ

     す影響

K4L-60-3の定着長さ比 �a/db(=15，db：梁主筋

直径)は，K4-60-3の場合(�a/db=12)よりも大き

い。その結果，K4L-60-3については，K4-60-3よ

りも，引張側梁主筋の定着金物位置から圧縮側

写真-1　各試験体のR=1/10rad.時の破壊状況

(K2A-40-3)

(K3-40-3) (K3-40-6)

(K4-60-3) (K4-60-6)

(K4L-60-3) (K4+2-60-3)

両試験体ともに，R≒1/100rad.で仕口

面での引張側梁主筋が降伏した。pjw=0.30

%の試験体K4-60-3は R=4.02/100rad.時，

pjw=0.61%の試験体K4-60-6は R=6.03/100

rad.時にそれぞれ最大耐力に達した。破壊

形式は，K4-60-3が梁曲げ降伏後の接合部

せん断破壊型，K4-60-6が梁曲げ破壊型で

ある。

　(4) 試験体K4L-60-3

試験体K4L-60-3 は，K4-60-3 とほぼ同

様，R=4.03/100rad.時に最大耐力に達した

が，その後の耐力低下の度合いがK4-60-3

の場合より小さく，R95およびR80がK4-60-

3 の場合より大きい。最大耐力(R=4/100

rad.)の段階では，定着金物の背面かぶり

部分での著しい損傷は認められず，その

後，耐力劣化域において，柱梁接合部全面

のかぶりコンクリートが剥落する著しい損

傷が生じた。

  (5) 試験体K4+2-60-3

試験体K4+2-60-3は，仕口面での引張側

の1段目梁主筋がR≒1/100rad.で降伏し

た後，2段目梁主筋が降伏し，R=1.94/100

rad.時に最大耐力に達した。この試験体につい

ては，柱梁接合部のせん断破壊が卓越したので，

破壊形式を接合部せん断破壊型と判別した。

4.2 実験結果の考察

4.2.1 接合部横補強筋が梁曲げ降伏後の変形性能

     に及ぼす影響

4.1節(2)，(3)で示した実験結果によると，接

合部横補強筋については，中子形式でpjwが大き

い時には，梁曲げ降伏後の接合部せん断ひび割

れの進展を抑制し，梁曲げ降伏後の変形性能を

改善する効果を有すると考えられる。

42mm

定着部抜け出
しにより発生
した空洞

(a) Fc40シリーズ

(b) Fc60シリーズ

引張側定着部の損傷
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の梁端部および柱端部にかけて形成される

圧縮ストラットの有効範囲が拡大し，限界

層間変形角R95およびR80が大きくなったと

考えられる。写真-２に示すように，K4L-

60-3のR80にほぼ相当するR=6/100 rad.時

においては，K4-60-3では柱梁接合部に圧壊

が発生していたのに対して，K4L-60-3では

それが発生していない。これらのことから，

　  gQcu = 2(0.9Tcu･d)/�o         　      (2)

  gQpu = 2Vpu/(�o/jtg-�/h)              (3)

�：スパン長（柱心間距離），�o=�-Dc

h：階高，Dc：柱せい，d：梁の有効せい

jtg：梁上下主筋の重心間距離

Tauは村上・窪田式1)による側面剥離破壊時定着

耐力，TcuおよびVpuは靱性保証型指針式2）による

掻き出し破壊時定着耐力および接合部せん断終局

耐力である。ただし，TauおよびTcuは，低減係数

を乗じずに求めた。これらの比較結果より，以下

の知見を得た。

(a) 試験体K2A-40-3の最大耐力実験値は，側面

剥離破壊定着耐力時梁せん断力gQauの1.05倍

であり，安全側に評価された。また，計算耐

力に基づく破壊形式は実験結果の破壊形式と

一致した。

(b) K2A-40-3, K4+2-60-3を除く梁曲げ降伏先行

型試験体については，最大耐力実験値は梁曲

げ終局耐力時せん断力gQmuの 1.08～ 1.18倍

写真-２　K4-60-3と K4L-60-3の R=6/100rad.時の
柱梁接合部の損傷状況

(a) K4-60-3 (b) K4L-60-3

背面かぶりが3dbでも，定着長さを長くした方

が，柱梁接合部のせん断終局耐力確保のみなら

ず，梁曲げ降伏後の変形性能向上の点で有利で

あると言える。

一方，K4L-60-3のR95およびR80は，K4-60-6

の場合よりも小さい。すなわち，梁曲げ降伏後

の柱梁接合部のせん断破壊防止の観点からは，

梁主筋の定着長さの確保のみならず，接合部横

補強筋による横拘束が重要になると考えられる。

4.2.3 梁主筋定着部の抜け出し量

試験体K4-60-3, K4-60-6, K4L-60-3の梁主

筋定着部の抜け出し量δsiと Rとの関係を図-

４に示す。同図によると，梁曲げ降伏後に接合

部せん断破壊を起こした試験体K4-60-3, K4L-

60-3では，最大耐力後，引張側梁主筋定着部の

抜け出し量δs2が急増し，梁曲げ降伏後，接合

部せん断破壊とともに，定着部破壊が進行した

と考えられる。これに対して，梁曲げ破壊型試

験体K4-60-6では，R=6/100rad.時においても，

δs2は著しく増大しなかった。一方，定着長さ

を長くする代わりに，背面かぶりが小さい試験

体K4L-60-3では，圧縮側の定着金物位置での押

し出し変形量δs1が急増した。

5. 最大耐力および限界層間変形角

各試験体の計算耐力と最大耐力および限界層

間変形角の実験値の比較を表-３に示す。ここ

で，接合部せん断終局耐力時梁せん断力gQpu，側

面剥離破壊定着耐力時梁せん断力gQauおよび掻

き出し破壊定着耐力時梁せん断力gQcuは，式(1)

～式(3)で求められる。

　  gQau = 2(0.9Tau･d)/�o                 (1)
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図-４　Fc60シリーズの梁主筋のδsi－ R関係
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であり，安全側に評価された。また，計算耐

力に基づく破壊形式は実験結果の破壊形式と

概ね一致した。

(c) 試験体K3-40-3, K3-40-6, K4-60-3, K4-60-

6 については，接合部せん断余裕度(gQju/

gQmu)が 1.03～ 1.05であり，pjwが大きい試

験体K3-40-6, K4-60-6の限界層間変形角R95

およびR80は，pjwが小さい試験体K3-40-3,

K4-60-3の場合よりも大きい。試験体K4L-60-

3 については，接合部せん断余裕度(gQju/

gQmu)が 1.32であり，これに伴って，試験体

K4-60-3よりも，限界層間変形角R95および

R80が大きくなった。これらの点については，

4.2.1項および4.2.2項で考察した。

(d) 試験体K4+2-60-3の最大耐力実験値は，接合

部せん断終局耐力時梁せん断力gQpu の 1.63

倍であり，安全側に評価された。また，計算

耐力に基づく破壊形式は実験結果の破壊形式

と概ね一致した。

     これらのことより，梁主筋が2段筋であっ

ても，接合部せん断終局耐力は靱性保証型指

針式によって安全側に評価されると考えられ

る。これは，引張側梁主筋の全断面積が同じ

時，2段筋の方が，1段筋に比べて，主筋本数

の増加に伴い，定着部の応力条件が緩和され

ると推察されることと同様の理由によると考

えられる。

6. まとめ

(1) 接合部せん断余裕度(gQju/gQmu)がほぼ1で，

梁主筋の定着長さ�aを(2/3)・Dcとした場合，

接合部横補強筋比pjwが0.3%では，梁曲げ降

伏後，十分な変形性能が得られない恐れがあ

るのに対して，中子筋形式でpjwを増やすと，

梁曲げ降伏後の変形性能が改善される。ま

た，pjwが0.3%でも，梁主筋の定着長さ �aを

(3/4)・Dc 以上とし，接合部せん断余裕度

(gQju/gQmu)を1よりも大きくすると，梁曲げ

降伏後の十分な変形性能が確保される。

(2) 定着部側面剥離破壊型試験体および梁主筋

を2段筋とした接合部せん断破壊型試験体に

ついては，それぞれ本論文で示した算定式に

よって終局耐力が安全側に評価され，計算耐

力に基づく破壊形式が実験結果の破壊形式と

一致した。
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表-３　各試験体の計算耐力と最大耐力および限界層間変形角の実験値の比較

K2A-40-3 230 227 211 268 0.92 0.99 0.92 1.16 221 1.05 1.72 1.83 2.06 A

K3-40-3 226 234 315 278 1.03 1.03 1.39 1.23 244 1.08 1.92 2.12 3.22 BP

K3-40-6 226 234 315 313 1.03 1.03 1.39 1.39 250 1.11 3.95 4.22 6.82 BP

K4-60-3 301 317 476 343 1.05 1.05 1.58 1.14 331 1.10 4.02 4.22 4.79 BP

K4-60-6 301 317 476 384 1.05 1.05 1.58 1.27 356 1.18 6.03 7.36 ↑10.0 B

K4L-60-3 301 397 476 452 1.32 1.32 1.58 1.50 350 1.16 4.03 4.48 6.11 BP

K4+2-60-3 427 265 674 339 0.62 0.62 1.58 0.79 433 1.63 2.02 2.31 3.31 P

（注）gQmu：略算式3)による梁の曲げ終局耐力時せん断力，gQpu，gQau，gQcu：5章本文参照
　　　gQju = min(gQpu, gQau, gQcu)，gQu = min(gQmu, gQju)，gQmax：最大耐力実験値，Rmax：最大耐力時層間変形角
　　　R95, R80：耐力が最大耐力の95%および80%に低下した時の層間変形角

(表記の↑を付した数値は、それ以上であることを示す。）
※：網掛け部は、各試験体の計算耐力および接合部余裕度におけるそれぞれの最小値を示す。

【破壊形式】A：定着部の側面剥離破壊型，P：接合部せん断破壊型，BP：梁曲げ降伏後の接合部せん断破壊型，B：梁破壊型

計算耐力 (kN)※

試験体 gQcu
/gQmu

破壊
形式

実験結果
gQju
/gQmu

gQpu
/gQmu

接合部余裕度※

gQau
/gQmugQmu gQpu gQau gQcu

R80
(%)

gQmax
(kN)

gQmax
/gQu

Rmax
(%)

R95
(%)
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